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子ども買春観光の撲滅に向けて
一日本におけるコードプロジェクトの取り組み状況I

Towards the Eradication of Child Sex Tourism

奥田晃美*

Akimi OKUDA

Abstract

Child sex tourism is a type of commercial sexual exploitation of children and is a lucra-

tive and ubiquitous practice affecting millions of children worldwide, every year.

In 2005, the Code of Conduct for the Protection of Children from Sexual Exploitation in

Travel and Tourism was drawn up in Japan. It invites travel companies to become incorpo-

rated into its ethical policy guidelines for the fight against child sex tourism.

This paper focuses on the travel industry in Japan to examine the existing conditions and

difficulties in implementing the Code of Conduct, and to suggest some remedies for

improving its activities.

キーワード:子ども買春観光、コードプロジェクト、旅行業界

Keywords : Child Sex Tourism, the Code of Conduct for the Protection of Children from

Sexual Exploitation in Travel and Tourism, Travel Industry
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はじめに

国際公共政策研究 第12巻第1号

子ども買春観光1)は、特にアジア諸国において1970年代境から問題視されはじめ、これまでのデ

ータでは、毎年およそ100万から200万人の子どもが国際的な性取引の犠牲となり、子ども買春の世

界市場は、年間50億米ドルの規模に達するとされる2)0

現在、この事態に対してあらゆるアクターが協働し、子ども買春観光の撲滅のために一体となっ

て対処を図ることが求められている~が、これら活動を推進するプロジェクトとして、 1998年に「子

ども買春防止のための旅行・観光業界行動倫理規範」 (the Code of Conduct for the Protection of

Children from Sexual Exploitation inTravel andTourism)が立ち上げられたO日本では、これをコード

プロジェクト(以下「CP」という。)と呼んでいる3)0

cpは、子ども買春観光の撲滅を目的に、旅行業界を重要なアクターと位置づけた国際協力プロ

ジェクトである1998年4月、特に企業の社会的責任(以下「CSR」という。)推進が顕著であっ

た欧州で、世界観光機関(United Nations World Tourism Organization.以下「UNWTO」というo)の

支援を受けてECPAT41 swedenとノルウェーのツアーオペレーター5)の協力により発足した。 cpに

参加する旅行企業には、 6つの行動倫理規範の実行が求められ、国際社会の様々なアクターとの協

働体制のもと、主体的取り組みを展開するよう求められる。この行動倫理規範は、子どもを観光に

おける性的搾取から保護するため、プライベート・セクターである旅行・観光業界の役割を,これま

でになく重視している。そして、観光地での子ども買春に直接的・間接的な責任を持つ旅行企業に

対して、国内的・国際的連携を通して効果的に活動していくための枠組みを提示した点で、非常に

画期的な取り組みでもある。

以下では、いかなる経緯で日本においてCPが発足したかを概観したのち、日本でのCP協働体制

の全体像を明らかにするo次に、旅行企業及びその他cpに関連するアクターへのインタビューを

通じ、実際の活動状況と現状での課題を整理する。そして最終節において、これら課題を踏まえ、

日本の旅行業界が今後それらをどう克服し、他のアクターとの協働体制の中で子ども買春観光撲滅

1)子ども買春観光は、子どもに対する暴力の一形態であり、 「児童の権利に関する条約」 (以下「子どもの権利条約」という.)
第34条や第35条等の根本的な侵害であるo本稿において「子ども買春観光」とは、 「旅行者が自国を離れ、他国において金
銭等の報酬を支払い、 18歳未満の者と性的行為を持つこと」を指すものとする。

2)この数字は、国連人権委貞会の1996年のデータ(リン・リーン・リム『セックス「産業」 -東南アジアにおける売買春の背
景』日本労働研究機関、 1999年、 244頁)およびuNICEFの2005年度報告書に基づく。

3) 「CP」という用語は、日本においてのみ使用されているものである.旅行業界が子ども買春防止のために採用するのは、
「コード・オブ・コンダクト」 (CodeofConduct)と呼ばれる行動倫理規範である。世界各国で発足しているものは、全て後
者の名称を採用している。しかしながらF]本においては、当該規範を推進していく取り組み全体を捉えたものとして「CP」
という用語が使用され、 「コード・オブ・コンダクト」という用語は通常使用されていない。したがって本稿では、世界的
に使用される「コード・オブ・コンダクト」そのものと、それを推進する活動双方を含む用語として「CP」と表記する。
4) 1990年にタイのチェンマイで開催された「観光と児童売春一現代根隷制の中の子どもたち」と題する国際協議会をきっかけ

として開始された「アジア観光におけ石子ども買春をなくす国際キャンペーン」 (EndChild Prostitution in AsianTourism)を
前身とし'た国際NGOである1996年に、買春の他にも児童ポルノや性的目的の人身売買等を含め'た子どもの商業的性的搾

取全般の撲滅を目指し、現在のECPAT (End Child Prostitution, Child Pornography and Trafficking in Children for Sexual Purposes)
へと名称を変更・発展している。ストップ子ども買春の会『アジアの蝕まれる子ども一子ども労働・買春を告発する』明石
書店、 1996年、 16頁。

5)旅行会杜の委託を受けて海外旅行の現地手配を行う会社のこと。ランドオペレーターに同じ。
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という目標を実現化していけるかについて提言を行う。

1.日本におけるCP
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1. 1. CP発足の経緯

これまで旅行業界は、買春観光の拡大に少なからず影響を及ぼしてきたとの指摘を受けてきた経緯

がある。買春観光を正式日程-組み込む6㌧個々の旅行者の選択肢のひとつとして提示する等の形式

により、買春行為が旅行とともに行われることもあり7)、アジア-の買春観光は、旅行業界の利益を

生み出すとされ、旅行の一形態として固定化されてきた8'。例えば、 1989年には、はとバスと日本旅

行がフィリピンでの買春斡旋で告発され、 1990年には、そごうによるインドネシアでの買春観光の事

実が発覚するなど、集団買春観光を斡旋する日本の旅行業界の体質が批判されたこともある9'。

2000年頃になると、日本国内でもようやく、こうした子ども買春を明確に犯罪と見なす土台が形

成された0 1999年には、児童買春・児童ポルノ禁止法が成立し、子ども買春問題解決へ向けた実質

的対策が講じられた。 2000年5月25日に国連総会で採択された「児童の売買、児童買春および児童

ポルノに関する児童の権利に関する条約の選択議定書」 10'についても、日本は2005年1月24日に批

准を行っている。

こうした背景もあって、 2005年3月14日に、日本でようやぐcpが発足した。発足式当日にプロ

ジェクトに調印した旅行企業は67社にのぼり、その中には日本最大規模を誇るJTBをはじめとした

数多くの大企業が含まれていた事実は、日本におけるこの間題に対する認識の高さを示唆している。

同プロジェクトは、世界最大の取引額を誇るといわれる日本の旅行業界が、責任ある企業市民とし

て国際間題に取り組む姿勢を明確に示した、おそらく最初の体系的枠組みであった。

1. 2. CP運営

日本では、 cp運営にあたり、 ECPATVストップ子ども買春の会(以下「ECPATジャパン」とい

うo)、日本ユニセフ協会、旅行業界の3者から成る推進協議会が中心的役割を果たしている。旅行

業界には、個々の旅行企業およびそれらの統括機関としての日本旅行業協会(以下「JATA」とい

うo)が含まれる。この推進協議会の役割は、定期的に会議を行い、日本でのCPネットワークの発

展を促すことにある11)。つまり同協議会は、日本でのCPネットワークのハブ、即ち多数のアクター

6)例えば、東武トラベルは、 1972年4月にパッケージツアーの販売を開始したのだが、その営業所には、 「韓国でのナイトライ
フは三清間で」と書かれた妓生観光の宣伝パンフレットが常設されていたo高橋喜久江隠買春問題にとりくむ-性搾取と
日本社会』明石書店、 2004年、 14頁。

7)ロン・オグレディ『アジアの観光公割教文館、 1983年、 129頁。
8)オグレディ、前掲書、 1983年、 121頁。
9)高橋喜久江、前掲書、 38、 46頁。

10) 2005年時点で、批准国は93カ国であり、日本は2005年1月24日に批准している。

ll) 2005年の設置当初においては、月に1回の会読が行われていたが、現在x-は当初掲げていたEl標がある程度達成されたこと
から、 3ケ月に1回程度の割合で活動している






















